
東京都子供・子育て支援事業支援計画（仮称）の策定 

東京都ひとり親家庭 自立支援計画 
（第３期）平成27～31年度 

外部委員を含む検討委員会を設置して検討 

 （家庭的養護）都道府県推進計画 
 平成27～41年度（前期：27～31年度） 
児童福祉審議会専門部会での検討を踏まえて策定 

東京都障害者計画・第4期東京都障害福祉計画 
平成27～29年度 

東京都障害者施策推進協議会で審議 

 

【計画の性格】主に産前・乳幼児期から学童期までを対象とした子供・子育てに関する 
       総合計画であり、次世代法に基づく地域行動計画を兼ねる。 
 

【計画期間】 平成27年度～31年度（5年間） 
 

【検討組織】 東京都子供・子育て会議 
       子供・子育て施策推進本部（庁内検討会議） 
 

【計画内容】 子ども・子育て支援法に基づく「基本指針」及び次世代法に基づく「行 
       動計画策定指針」を踏まえた内容とする。 
        ■「基本指針」必須記載事項 

         ○区域の設定 

         ○各年度における幼児教育・保育の量の見込み、確保方策 

         ○幼児教育・保育の一体的提供及び推進体制 

         ○保育士等の人材確保・資質の向上 

         ○専門的な知識・技術を要する支援に関する施策の実施と区市町村との 

          連携（児童虐待対策、社会的養護、ひとり親支援、障害児施策） 

        ■「基本指針」任意記載事項 

         ○区市町村の区域を超えた広域調整 

         ○幼児期の学校教育・保育に関する情報の公表 

         ○職業生活と家庭生活との両立に関する施策との連携 

        ■「策定指針」で示される事項 

         ○医療、雇用、子育て環境（住宅・教育・地域）など 

 
 
 ■幼児教育・保育にまたがる初めての計画 
 

  ・幼児教育・保育に関する都のスタンス 
  ・教育・保育施設の目標設定数及び設置時期 
  ・認定こども園の普及（幼稚園、保育所、認証保育所からの移行支援） 
  ・保幼小の連携 等 
 
 ■需給ギャップ（待機児童）解消の目標年次を設定 
 
  ・潜在ニーズを含む保育の利用意向の把握 
    （参考）後期計画策定時のニーズ量は就学前児童の４４％ 
        平成２５年４月時点の保育利用率は３６％ 
 
  ・国は「待機児童解消加速化プラン」で、平成２９年度末までに待機児童を 
   解消することを目標 
 
 ■サービスの質に関する保護者ニーズへの対応 
 
  ・幼児教育、保育の質的改善 
  ・保育士等の人材確保・資質の向上 等 
 
    

計画策定のポイント 東京都子供・子育て支援事業支援計画(仮称) （案） 

東京都長期ビジョン（仮称） 
おおむね10年間（2024（平成36）年まで） 

次世代法に基づく地域行動計画との関係 

■次世代育成支援対策推進法 
 （平成17年4月から平成27年3月まで10年間の時限立法） 他の法定計画との調和 全庁計画との整合性 

次世代育成支援東京都行動計画 
（前期）平成17～21年度 

（後期）平成22～26年度 

義務 

■子ども・子育て支援法の成立に伴い、地域行動計画の策定が任意化 
 （平成24年８月成立、子ども・子育て支援法と同時に施行） 

東京都子供・若者計画（仮称） 
平成27～31年度（予定） 
東京都青少年問題協議会で審議 

東京都子供・子育て支援事業支援計画を次世代育成支援対策推進
法に基づく地域行動計画としても位置付け、一体的に策定 

■次世代育成支援対策推進法が延長 
 （平成26年4月成立・施行、平成37年3月まで10年間延長） 

（計画の名称も要検討） 
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